
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 荒井

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3643

事務事業名 4282 私立保育所運営助成事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 040000 私立保育所運営助成事業

事業目的 事業概要・効果 

私立保育所の円滑なる運営保育内容の向上 市内の９私立保育所、認定こども園、小規模保育事業

所が実施する保育士配置基準を緩和するための保育士

雇用及び特別支援のための加配保育士の雇用等に対し

、補助金を交付し運営の安定及び保育内容の充実を図

る。

【重点支援地方交付金】

①私立園10園に対して、物価

内

高騰対策支援として、

部

施

設運営に要する光熱

評

費の一部を支援するた

価

めの補助

②私立園の３

【

歳以上児の副食費に対

二

して、保護者負担

軽減

次

支援として、料金一部

】

を補助

 

ＰＬＡＮ－Ｄ

1

Ｏ

年度実績及び予定

令

頁

和 7年度　実績 令和

令

 8年度　予定

補助総

和

額　69,370,4

　

42円 補助総額　94

８

,201,000円

令

年

和 9年度　予定 令和

度

10年度　予定

令和1

　

1年度　予定 令和12

行

年度　予定

政評価事業別シート

実計対象 評価対象



出金 16,063 25,645

財 源 地方債 0 0

その他 2,493 0

一般財源 42,625 49,296

正規職員 0.4 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,881.2 5,042.1

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,881.2 5,042.1

市民一人当たりの経費 1.5 1.9

総額 79,140.2 99,243.1

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

1

内

2節 委託費 0

14節

部

 工事請負費 0

私立保

評

育園に対する補助金 

価

69,371
18節 

【

負担金補助及び交付金

二

69,371

国庫補助

次

返還金（子ども子育て

】

支援体制総合推進事業

2

）6,888
その他 6

頁

,888

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 病児保育実施

算　　式 単位 か所

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 76,259 94,201

国庫支出金 15,078 19,260

特 定 都道府県支



委

金を交付することで、

託

安定的な運営が図られ

費

、保護者の多様な保育

1

ニーズにも対応できて

4

いる。
評   価

コメ

節

ント

・成果を落とさず

 

にコストを削減する方

工

法はあるか

効 率 性

事

・効率性向上に努めて

請

いるか 変わらない

・使

負

用料などの受益者負担

費

や補助対象事業の範囲

1

など、財源確保の余地

8

はないか

補助金交付に

節

かかる事務処理につい

 

ては、一定程度事務の

負

効率化が図れる余地が

担

あると考える。また、

金

2026年

度から「私

補

立保育所通常保育事業

助

補助金」において、園

及

児数に応じた支援とす

び

るため、施設割を廃止

交

し、園児
評   価

割

付

の額を増額するなど補

金

助金交付要綱の改正を

そ

おこなった。
コメント

の

振り返り（決算年度の

他

取組み課題）

公立保育

Ｃ

園と私立保育園の運営

Ｈ

経費における一般財源

Ｅ

負担額を比較すると、

Ｃ

私立保育園の方が大幅

Ｋ

に負担額が少ない。そ

個

のため、私立保育園の

別

運営を助成していくこ

評

とが持続可能な行財政

価

運営につながると考え

項

る。今回、補助金交付

目

要綱を見

直したように

評

、費用対効果を考慮し

価

つつし、私立保育園へ

観

の有効な補助を検討し

点

ていくことが重要と考

評

える。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

私立保育園に

8

対する補助金　94,

年

201
18節 負担金

度

補助及び交付金 94,

当

201

その他 0

ＣＨＥ

初

ＣＫ

個別評価

項目 評価

予

観点 評価内容

・市民の

算

生命・財産を守るため

　

市が実施することが必

事

要不可欠な事業である

業

か

・行政内部の管理運

費

営上必要な事業である

の

か

必 要 性 ・市が主

内

体となり実施すべき事

訳

業か 必要不可欠

・法的

主

な根拠や公的関与の妥

な

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

金

想）に結びついている

額

か

人口減少、少子化が

内

続いているが、一方、

容

３歳未満時の保育ニー

7

ズが高いため、保育所

節

等の利用人数は10年

 

前

と比較しても増加し

 

ている。そのため、私

報

立保育園の運営助成は

償

必要不可欠と言える。

費

評   価

コメント

・

1

事業の成果は上がって

0

いるか

・目標に対する

節

達成度は十分か

有 効

 

 性 ・市民生活上の課

需

題解決に貢献している

用

か 有効

・行政内部の管

費

理上の課題解決に貢献

1

しているか

・事業の目

2

的が達成できるような

節

事業内容になっている

 

か

私立保育所等へ補助



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

私立園の運営に対する助成は、私立園の安定な運営を 特色ある保育を行う私立園が存在すること

内

で、保護者

図るため必

部

要不可欠な事業である

評

。今後、公立園と私 の

価

選択肢が広がり、公立

【

園の運営にもプラスと

二

なって

立園の役割、課

次

題などについて「保育

】

所のあり方検討 いる。

4

今後の保育ニーズの変

頁

化を見極め、保育サー

Ａ

ビ

会議」を開催し、短

Ｃ

期的・中長期的な方向

Ｔ

性を議論す スの持続的

Ｉ

な提供に必要な検討を

Ｏ

進める。

る。

外部評価

Ｎ

次年度以降の方向性

外

１

部評価コメント

次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

ー ラム（CAPﾜｰｸ

規

ｼｮﾌﾟ）、ショート

完

ステイ、トワイライト

了

トステイ事業、子育て

事

世帯訪問支援事業の実

業

施。 ステイ事業、子育

ゼ

て世帯訪問支援事業の

ロ

実施。

令和 9年度　

予

予定 令和10年度　予

算

定

令和11年度　予定

事

令和12年度　予定

業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮川

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 5年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3622

事務事業名 4284 家庭児童相談事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 050000 家庭児童相談事業

事業目的 事業概要・効果 

  家庭における人間関係の健全化及び児童養育の適正   家庭児童相談員を配置し、きめ細やかな寄り添った

化や虐待防止等、家庭児童福祉の向上のため、家庭児 支援を実施する。

童相談員による専門的な相談業務等を行う。   教職員及び年長児童とその保護者に対してCAPワー

 クショップを

内

実施し、児童虐待防止

部

の強化を図る。

  要

評

対協の調整機関として

価

関係機関との連携を図

【

る。

　養育支援が必要

二

な家庭に対し、訪問支

次

援員による相

談及び支

】

援(子育て世帯訪問支

1

援事業事業）を実施す

頁

る。保護者が児童を養

令

育することが一時的に

和

困難とな

った場合に、

　

当該児童を児童福祉施

８

設において一定期

間養

年

育を行うショートステ

度

イ事業、トワイライト

　

ステ

イ事業を実施する

行

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

政

実績及び予定

令和 7

評

年度　実績 令和 8年

価

度　予定

子ども家庭支

事

援員　4名 子ども家庭

業

支援員　4名

こども家

別

庭センターを設置し、

シ

児童の発達相談及び児

ー

こども家庭センターに

ト

よる児童の発達相談及

実

び児童虐

童虐待防止対

計

応のため、機能強化を

対

図る。人権教育プ 待防

象

止対応のため、機能強

評

化を図る。人権教育プ

価

ログ

ログラム（CAP

対

ﾜｰｸｼｮﾌﾟ）、養

象

育支援訪問事業、ショ



財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 5,185 5,911

正規職員 1.3 3.7
人員数

会計年度（フル） 2.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.9

正規職員 9,363.9 26,651.1

人　員 会計年度（フル） 9,332.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 2,116.8

計 18,695.9 28,767.9

市民一人当たりの経費 0.6 0.9

総額 29,766.9 45,166.9

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

ＣＡＰ研修講師謝礼　1,026
7節  報償費 1,02

内

6

ＣＡＰ研修テキスト

部

代　24
10節 需用

評

費 24

家庭児童相談シ

価

ステム賃貸借 1,9

【

01　子育て短期支援

二

事業(ショートステ
1

次

2節 委託費 3,43

】

6
イ事業）委託料 3

2

96　子育て世帯訪問

頁

支援事業 1,139

指

　

14節 工事請負費

 

0

家庭児童相談員連絡

標

協議会負担金4
18節

 

 負担金補助及び交付

名

金 4

家庭児童相談員給

算

料 2,660　職員

　

手当等 831　共済

　

費 532　通信運搬

式

費19
その他 6,58

単

1
9　システム使用料

位

　2,347　その他

年

12　

　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 11,071 16,399

国庫支出金 2,892 7,201

特 定 都道府県支出金 2,994 3,287



委

童虐待防止等、家庭児

託

童福祉の向上のため、

費

専門的な職員に

よる相

1

談支援、事業実施が大

4

切である。
評   価

節

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

工

標に対する達成度は十

事

分か

有 効 性 ・市民

請

生活上の課題解決に貢

負

献しているか 有効

・行

費

政内部の管理上の課題

1

解決に貢献しているか

8

・事業の目的が達成で

節

きるような事業内容に

 

なっているか

相談支援

負

や子育て支援の様々な

担

事業を実施することで

金

、子育てに困り感を抱

補

える保護者等への支援

助

、子どもの

健全育成へ

及

の支援、要保護児童等

び

への適切な支援につな

交

がる。
評   価

コメ

付

ント

・成果を落とさず

金

にコストを削減する方

そ

法はあるか

効 率 性

の

・効率性向上に努めて

他

いるか 変わらない

・使

Ｃ

用料などの受益者負担

Ｈ

や補助対象事業の範囲

Ｅ

など、財源確保の余地

Ｃ

はないか

専門職による

Ｋ

相談支援のための質の

個

確保、システム活用に

別

よる記録の整備、統計

評

処理に対する業務効率

価

化など

を踏まえると事

項

業の性格上コスト削減

目

は困難である。
評  

評

 価

コメント

振り返り

価

（決算年度の取組み課

観

題）

児童虐待対応ケー

点

ス数は増加で推移（令

評

和4年度75件、令和

価

5年度118件、令和

内

6年度120件、令和

容

7年度121件）して

・

おり、

児童福祉法改正

市

を受け、令和6年度よ

民

りこども家庭センター

の

を設置、多職種の専門

生

職員を配置し、相談支

命

援・連携等さら

に機能

・

強化を図っている。さ

財

らにケースの相談内容

産

をシステム上で管理す

を

ることにより、支援状

守

況の把握や管理、統計

る

処

理等の業務負担軽減

た

につなげていく。

め市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

ＣＡＰ研修講師謝礼　

令

1,066
7節  報

和

償費 1,066

ＣＡＰ

 

研修テキスト代　73

8

10節 需用費 73

子

年

育て短期支援事業1,

度

049、子育て世帯訪

当

問支援事業1,000

初

、家庭児童相談
12節

予

 委託費 4,676
シ

算

ステム賃貸借1,90

　

1、システム改修72

事

6

14節 工事請負費

業

0

家庭児童相談員連絡

費

協議会負担金　2、虐

の

待対応研修会負担金　

内

6
18節 負担金補助

訳

及び交付金 8

会計年度

主

職員報酬 2,174

な

　家庭児童相談員給料

節

 2,734　職員手

金

当等 1,772
その

額

他 10,576
共済費

内

 1,224　通信運

容

搬費216　システム

7

使用料　2,347 

節

その他　109

ＣＨＥ

 

ＣＫ

個別評価

項目 評価

 

観点 評価内容

・市民の

報

生命・財産を守るため

償

市が実施することが必

費

要不可欠な事業である

1

か

・行政内部の管理運

0

営上必要な事業である

節

か

必 要 性 ・市が主

 

体となり実施すべき事

需

業か 高い

・法的な根拠

用

や公的関与の妥当性は

費

あるか

・目的は結果（

1

施策の目指す理想）に

2

結びついているか

養育

節

の課題を抱える子育て

 

世帯への対応及びや児



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

多職種の専門職を配置し、相談支援等の機能強化を図 児童虐待対応ケースが増加し、継続して対

内

応する必要

っている。

部

児童虐待のケースが高

評

止まり傾向にある。 が

価

あるため、専門職の正

【

規職員を増員した。関

二

係機関

必要な世帯には

次

、「子育て世帯訪問支

】

援事業事業」、 との連

4

携も密にして、慎重に

頁

対応していく。

「ショ

Ａ

ートステイ事業」など

Ｃ

を実し、関係機関との

Ｔ

連

携を更に努めていく

Ｉ

。

外部評価

次年度以降

Ｏ

の方向性

外部評価コメ

Ｎ

ント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

教室の実施 ・すこやか

規

教室の実施

・心理、個

完

別相談の実施 ・心理、

了

個別相談の実施

・すこ

事

やか相談事業研修会の

業

開催　1回

令和 9年

ゼ

度　予定 令和10年度

ロ

　予定

令和11年度　

予

予定 令和12年度　予

算

定

事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮川

全体計画 平成27年度 ～ 令和 2年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3622

事務事業名 12602 すこやか相談事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 070000 すこやか相談事業

事業目的 事業概要・効果 

３歳児健診以後、小学校入学までの間の児童の発達の 平成18年度から子ども課に専任のコーディネータを配

状況を早期に把握し、発達障がいが疑われる児童とそ 置し「すこやか相談事業」を実施。５歳児童全員のア

の保護者に対し、早期療育支援等子育て支援を的確に ンケート調査（保護者・クラ

内

ス担任）を基に各園を

部

巡

行うとともに、幼稚

評

園・保育園へも支援を

価

行い、児童 回する中で

【

、個別に支援が必要な

二

児童を早期発見し、

の

次

就学に向けて総合的な

】

支援を行う。 療育教室

1

へ繋げるなど早期支援

頁

を行う。併せてアンケ

令

ートで児童の心配な点

和

を上げてきた保護者全

　

てに、ス

タッフから、

８

現在の児童の姿を伝え

年

るなど保護者への

支援

度

も実施。小学校に入学

　

後も個別配慮・支援、

行

継続

観察が必要と思わ

政

れる児童については、

評

小学校へ引き

継ぐとと

価

もに巡回を実施。幼・

事

保・小が連携し、一人

業

ひとりの児童に寄り添

別

い継続支援ができる。

シ

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

ー

績及び予定

令和 7年

ト

度　実績 令和 8年度

実

　予定

・発達アンケー

計

ト(5歳児保護者、5

対

歳児担任）の実施 ・発

象

達アンケート(5歳児

評

保護者、5歳児担任）

価

の実施

・巡回　5歳児

対

、6歳児 ・巡回　5歳

象

児、6歳児

・すこやか



その他 0 0

一般財源 7,370 1,683

正規職員 0.8 1.2
人員数

会計年度（フル） 2.2 1.2
（人）

会計年度（パート） 0.0 1.0

正規職員 5,762.4 8,643.6

人　員 会計年度（フル） 10,265.2 5,599.2

コスト 会計年度（パート） 0.0 2,352.0

計 16,027.6 16,594.8

市民一人当たりの経費 0.4 0.5

総額 23,397.6 25,788.8

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

臨床心理士謝礼165、すこやか相談研修会講師謝礼30　
7節 

内

 報償費 195

すこや

部

か教室教材費32、食

評

糧費2
10節 需用費

価

34

12節 委託費 0

【

14節 工事請負費 0

二

18節 負担金補助及

次

び交付金 0

すこやか相

】

談ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ及

2

び相談員給料4793

頁

、職員手当等1,28

指

3
その他 7,141

共

 

済費975、旅費89

標

、郵便１

 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,370 9,194

国庫支出金 0 6,003

特 定 都道府県支出金 0 1,508

財 源 地方債 0 0



委

する達成度は十分か

有

託

 効 性 ・市民生活上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか 有効

・行政内部

4

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

工

うな事業内容になって

事

いるか

５歳児童全員を

請

把握し、個別に支援が

負

必要な児童を早期発見

費

し、必要に応じ医療や

1

療育へつなげるなどの

8

支援

を行っている。小

節

学校入学後も個別配慮

 

・支援が必要と思われ

負

る児童については、小

担

学校とも連携している

金

。
評   価

幼・保・

補

小が連携し一人ひとり

助

の児童に寄り添った継

及

続支援につながる。
コ

び

メント

・成果を落とさ

交

ずにコストを削減する

付

方法はあるか

効 率 

金

性 ・効率性向上に努め

そ

ているか 変わらない

・

の

使用料などの受益者負

他

担や補助対象事業の範

Ｃ

囲など、財源確保の余

Ｈ

地はないか

児童の発達

Ｅ

年齢に応じた細やかな

Ｃ

継続支援を行うため、

Ｋ

コスト削減は困難であ

個

る。

評   価

コメン

別

ト

振り返り（決算年度

評

の取組み課題）

５歳児

価

童全員へのアンケート

項

調査（保護者・クラス

目

担任）をもとに各園を

評

巡回する中で個別に支

価

援が必要な児童を早期

観

発

見し、必要に応じ医

点

療や療育へつなげるな

評

どの支援をおこなって

価

いる。

今後、国が示し

内

ている５歳児健診の実

容

施については健康づく

・

り課とともに検討する

市

が、国の動向や地域の

民

実情を踏まえな

がら現

の

在の巡回方式の支援に

生

ついてもあわせて検討

命

が必要である。

・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

臨床心理士謝礼 16

令

5
7節  報償費 16

和

5

すこやか教室教材費

 

30　食糧費２
10節

8

 需用費 32

12節 

年

委託費 0

14節 工事

度

請負費 0

18節 負担

当

金補助及び交付金 0

す

初

こやか相談ｺｰﾃﾞｨ

予

ﾈｰﾀ及び相談員給料

算

5,409、職員手当

　

等2,113、
その他

事

8,997
共済費1,

業

443、旅費27、郵

費

便料等5　

ＣＨＥＣＫ

の

個別評価

項目 評価観点

内

評価内容

・市民の生命

訳

・財産を守るため市が

主

実施することが必要不

な

可欠な事業であるか

・

節

行政内部の管理運営上

金

必要な事業であるか

必

額

 要 性 ・市が主体と

内

なり実施すべき事業か

容

高い

・法的な根拠や公

7

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

 

の目指す理想）に結び

 

ついているか

３歳児健

報

診以後、小学校入学ま

償

での間の児童の発達状

費

況を早期に把握し、発

1

達障がいが疑われる児

0

童とその保

護者に対し

節

、早期療育支援等子育

 

て支援を的確に行うと

需

ともに、幼稚園・保育

用

園と連携し、児童の就

費

学に向け
評   価

て

1

総合的な支援を行うた

2

め大切である。
コメン

節

ト

・事業の成果は上が

 

っているか

・目標に対



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

国が示している５歳児健診の実施について、健康づく 須坂市独自のすこやか相談事業により、小学校

内

就学前

り課と検討し、

部

今年度に今後、実施す

評

るか決定する。 のタイ

価

ミングで必要な支援体

【

制を整えてきたことは

二

、

５歳児健診を実施す

次

るしないに関わらず、

】

現在のすこ 国の制度を

4

先取りしていたと言え

頁

る。今後、国が進め

や

Ａ

か相談事業の方式につ

Ｃ

いて検討する。 る５歳

Ｔ

児健診とのすり合わせ

Ｉ

をする。

外部評価

次年

Ｏ

度以降の方向性

外部評

Ｎ

価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3642

事務事業名 4288 保育所管理事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 020000 保育所管理事業

事業目的 事業概要・効果 

　水銀使用製品である蛍光灯は、2027年度末には、一 一部改修２園のうち、須坂保育園は全面改修となる。

般照明用の蛍光灯の製造及び輸出入が終了。 須坂東部保育園は、随時改修予定。

　2026年度は寄附を活用し改修計画したが、設計した

結果、３園は全面改修、２園は一部改修となる予定。

　2027年度に須坂保育園のLED

内

改修を図る。

ＰＬＡＮ

部

－ＤＯ

年度実績及び予

評

定

令和 7年度　実績

価

令和 8年度　予定

保

【

育園施設修繕　1,3

二

43,276円 保育園

次

施設修繕　4,320

】

,000円

借上料等　

1

7,973,899円

頁

借上料等　7,834

令

,000円

令和 9年

和

度　予定 令和10年度

　

　予定

令和11年度　

８

予定 令和12年度　予

年

定

度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



305 306

一般財源 17,008 59,288

正規職員 2.6 3.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 11.2 11.2

正規職員 18,727.8 23,049.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 26,342.4 26,342.4

計 45,070.2 49,392.0

市民一人当たりの経費 1.9 2.1

総額 100,383.2 108,986.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

燃料費2,673、電気16,96

内

7、ガス7,683、

部

水道4,825、下水

評

3,679、修繕1,

価

57
10節 需用費 3

【

7,400
3

電算委託

二

339、保守点検48

次

1、その他3,526

】

、シルバー人材委託2

2

77
12節 委託費 4

頁

,624

工事請負費2

指

98
14節 工事請負

 

費 299

日本スポーツ

標

振興負担金314、保

 

育園連盟負担金153

名

、会議負担金202
1

算

8節 負担金補助及び

　

交付金 670

使用料及

　

び賃借料7,974、

式

手数料3,974、他

単

372
その他 12,3

位

20
 

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 55,313 59,594

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 38,



委

度は十分か

有 効 性

託

・市民生活上の課題解

費

決に貢献しているか 大

1

変有効

・行政内部の管

4

理上の課題解決に貢献

節

しているか

・事業の目

 

的が達成できるような

工

事業内容になっている

事

か

保育が必要な児童を

請

公立保育園で受け入れ

負

ることで、就労等して

費

いる保護者の子育て支

1

援に非常に有効である

8

。
評   価

コメント

節

・成果を落とさずにコ

 

ストを削減する方法は

負

あるか

効 率 性 ・効

担

率性向上に努めている

金

か 変わらない

・使用料

補

などの受益者負担や補

助

助対象事業の範囲など

及

、財源確保の余地はな

び

いか

修繕については優

交

先順位をつけて行い、

付

保育の質と必要性につ

金

いて十分考慮している

そ

。

評   価

コメント

の

振り返り（決算年度の

他

取組み課題）

園の設備

Ｃ

の老朽化に伴い修繕料

Ｈ

が今後、増加していく

Ｅ

ことが予想されるので

Ｃ

、優先順位をつけて行

Ｋ

っていく。園の照明の

個

LED化、ホールのエ

別

アコンの設置などが課

評

題になっている。

価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費3,000、電気1

和

7,500、ガス7,

 

800、水道4,80

8

0、下水3,800、

年

修繕4,32
10節 

度

需用費 41,220
0

当

電算委託462、保守

初

点検536、その他4

予

,237、シルバー人

算

材委託400
12節 

　

委託費 5,635

14

事

節 工事請負費 0

日本

業

スポーツ振興負担金3

費

55、保育園連携負担

の

金150、会議負担金

内

194
18節 負担金

訳

補助及び交付金 699

主

使用料及び賃借料7,

な

834、手数料3,9

節

00、その他306
そ

金

の他 12,040

ＣＨ

額

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

内

価観点 評価内容

・市民

容

の生命・財産を守るた

7

め市が実施することが

節

必要不可欠な事業であ

 

るか

・行政内部の管理

 

運営上必要な事業であ

報

るか

必 要 性 ・市が

償

主体となり実施すべき

費

事業か 必要不可欠

・法

1

的な根拠や公的関与の

0

妥当性はあるか

・目的

節

は結果（施策の目指す

 

理想）に結びついてい

需

るか

保育が必要な児童

用

の受入れには、公立保

費

育園の適切な管理は必

1

要不可欠である。

評 

2

  価

コメント

・事業

節

の成果は上がっている

 

か

・目標に対する達成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

公立保育園の修繕については、優先順位をつけて行う 子ども達が安全に過ごせる施設の維持管理

内

は、保護者

。少子化や

部

園の老朽化に対応する

評

ため、今後、公立園 が

価

安心して子育てができ

【

るまちづくりに欠かせ

二

ない。

と私立園の役割

次

、課題などについて「

】

保育所のあり方 予算が

4

限られる中で、優先順

頁

位を付けて施設の維持

Ａ

管

検討会議」を開催し

Ｃ

、短期的・中長期的な

Ｔ

方向性を議 理をしてい

Ｉ

るが、今後、保育需要

Ｏ

と私立園運営とのバ

論

Ｎ

する。 ランスも必要と

１

なる。

外部評価

次年度

次

以降の方向性

外部評価

評

コメント

価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3642

事務事業名 4289 通常保育事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 030000 通常保育事業

事業目的 事業概要・効果 

保護者の就労や病気により、家庭において十分保育す 保護者が昼間労働に従事するなど、家庭において十分

ることができない児童を家庭の保護者にかわって保育 保育することができない児童の保育を行う。

し、児童の健全な発育を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

保育の実施延児童数9,726人 保

内

育の実施予定児童数9

部

,500人

令和 9年

評

度　予定 令和10年度

価

　予定

令和11年度　

【

予定 令和12年度　予

二

定

次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0,823

財 源 地方債 0 0

その他 47,537 71,920

一般財源 536,305 551,121

正規職員 62.9 67.1
人員数

会計年度（フル） 58.9 62.0
（人）

会計年度（パート） 127.6 127.6

正規職員 453,068.7 483,321.3

人　員 会計年度（フル） 274,827.4 289,292.0

コスト 会計年度（パート） 300,115.2 300,115.2

計 1,028,011.3 1,072,728.5

市民一人当たりの経費 30.9 32.7

総額 1,614,013.3 1,708,

内

992.5

（単位：千

部

円）

令和 7年度決算

評

　事業費の内訳

主な節

価

金額 内容

謝礼32
7節

【

  報償費 33

消耗品

二

費10,751、食料

次

費62、印刷製本費1

】

63、賄材料費76,

2

536、医薬材料
10

頁

節 需用費 87,56

指

7
費54

12節 委託

 

費 0

14節 工事請負

標

費 0

バス遠足負担金5

 

7、保育園通園費補助

名

金134
18節 負担

算

金補助及び交付金 19

　

2
 

フルタイム・パー

　

トタイム人件費他49

式

8,212
その他 49

単

8,210

位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 586,002 636,264

国庫支出金 1,080 2,400

特 定 都道府県支出金 1,080 1



委

るか 大変有効

・行政内

託

部の管理上の課題解決

費

に貢献しているか

・事

1

業の目的が達成できる

4

ような事業内容になっ

節

ているか

保育が必要な

 

児童の受入れについて

工

、私立園にも行ってい

事

ただいているが、公立

請

園での保育は大変有効

負

である

。
評   価

コ

費

メント

・成果を落とさ

1

ずにコストを削減する

8

方法はあるか

効 率 

節

性 ・効率性向上に努め

 

ているか 変わらない

・

負

使用料などの受益者負

担

担や補助対象事業の範

金

囲など、財源確保の余

補

地はないか

公立園での

助

保育に関しては、保育

及

の質と効率性を得てバ

び

ランスを取りながら実

交

施する。

私立園は国庫

付

負担金が活用できるた

金

め、将来的な公立園の

そ

規模縮小など検討する

の

必要がある。
評   

他

価
・光熱費、食材料費

Ｃ

の高騰により賄材料費

Ｈ

の支出が増加している

Ｅ

が、献立の見直し賄い

Ｃ

材料費の削減に努めた

Ｋ

コメント
。

振り返り（

個

決算年度の取組み課題

別

）

・保育が必要な児童

評

を公立園で受け入れる

価

ことで、増加する保育

項

需要に対応することが

目

できた。

・公立園に関

評

わる消耗品費、修繕料

価

、備品購入費について

観

は、優先順位をつけて

点

購入した。

・光熱費、

評

食材料費の高騰により

価

賄材料費の支出が増加

内

しているが、献立の見

容

直し賄い材料費の削減

・

に努めた。来年度、

給

市

食費の値上げ(値上げ

民

分は国の重点支援交付

の

金を活用)を実施する

生

。

命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼39
7節  報償

令

費 39

消耗品費9,9

和

00、食料費56、印

 

刷製本費169、賄材

8

料費85,000、医

年

薬材料費
10節 需用

度

費 95,177
52

1

当

2節 委託費 0

14節

初

 工事請負費 0

バス遠

予

足負担金102、保育

算

園通園費補助金57
1

　

8節 負担金補助及び

事

交付金 159
 

フルタ

業

イム・パートタイム人

費

件費他540,889

の

その他 540,889

内

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

訳

目 評価観点 評価内容

・

主

市民の生命・財産を守

な

るため市が実施するこ

節

とが必要不可欠な事業

金

であるか

・行政内部の

額

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

容

市が主体となり実施す

7

べき事業か 必要不可欠

節

・法的な根拠や公的関

 

与の妥当性はあるか

・

 

目的は結果（施策の目

報

指す理想）に結びつい

償

ているか

保育が必要な

費

児童の受入れには公立

1

保育園での保育は必要

0

不可欠であるが、今後

節

、少子化に伴い、私立

 

園での

受入れとバラン

需

スを考える必要がある

用

。
評   価

コメント

費

・事業の成果は上がっ

1

ているか

・目標に対す

2

る達成度は十分か

有 

節

効 性 ・市民生活上の

 

課題解決に貢献してい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

公立園での児童の受入れについて、セーフティーネッ 未満児の就園率上昇、特別支援加配など、保育

内

士需要

トの役割もある

部

が、今後、公立園と私

評

立園の役割、課 が高止

価

まりしている。ただ、

【

育休退園制度の見直し

二

を

題などについて「保

次

育所のあり方検討会議

】

」を開催し しても、待

4

機児童が発生しないな

頁

ど、保育需要は落ち

、

Ａ

短期的・中長期的な方

Ｃ

向性を議論する。 着い

Ｔ

てきた。今後、保育需

Ｉ

要と私立園運営とのバ

Ｏ

ラン

スも必要となる。

Ｎ

外部評価

次年度以降の

１

方向性

外部評価コメン

次

ト

評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3642

事務事業名 4290 特別保育事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 040000 特別保育事業

事業目的 事業概要・効果 

保育時間の延長、乳児保育、一時的保育、病後児保育 保育時間の延長、乳児保育、一時的保育、病後児保育

、障がいのある子どもへの対応など、多様化する保育 、発達特性、障がいのある子どもへの対応により地域

ニーズに対応するとともに、地域活動を通じて保育園 活動を通じて保育園児の豊かな心や保護者の子育て支

児の豊かな心や保護者の

内

子育て支援を図る。 援

部

を図る。

ＰＬＡＮ－Ｄ

評

Ｏ

年度実績及び予定

令

価

和 7年度　実績 令和

【

 8年度　予定

延長保

二

育延児童数　1,00

次

1人 延長保育延児童数

】

　1,000人

特別支

1

援保育　34人 特別支

頁

援保育  36人

一時

令

保育　508人 一時保

和

育　500人

乳児保育

　

　413人 乳児保育　

８

400人

病後児保育　

年

411人 病後児保育　

度

400人

令和 9年度

　

　予定 令和10年度　

行

予定

令和11年度　予

政

定 令和12年度　予定

評価事業別シート

実計対象 評価対象



13,863

財 源 地方債 0 0

その他 4,245 2,018

一般財源 129,801 140,489

正規職員 5.3 6.0
人員数

会計年度（フル） 3.1 3.0
（人）

会計年度（パート） 27.3 33.2

正規職員 38,175.9 43,218.0

人　員 会計年度（フル） 14,464.6 13,998.0

コスト 会計年度（パート） 64,209.6 78,086.4

計 116,850.1 135,302.4

市民一人当たりの経費 5.2 5.7

総額 269,526.1 299,759.4

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業

内

費の内訳

主な節 金額 内

部

容

7節  報償費 0

消

評

耗品費762、食糧費

価

115、賄材料費35

【

2
10節 需用費 1,

二

230

体育指導187

次

、英語指導助手業務3

】

,946、医療的ケア

2

児看護業務68
12節

頁

 委託費 4,202
 

指

14節 工事請負費 0

 

病児等保育負担金19

標

,282 
18節 負

 

担金補助及び交付金 1

名

9,283

フルタイム

算

・パートタイム人件費

　

等127,964
その

　

他 127,961

式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 152,676 164,457

国庫支出金 6,427 8,087

特 定 都道府県支出金 12,203



委

の課題解決に貢献して

託

いるか

・事業の目的が

費

達成できるような事業

1

内容になっているか

病

4

児保育、病後児保育な

節

どは民間に委託して実

 

施することは、保育を

工

必要とする保護者にと

事

って大変有効

評   

請

価

コメント

・成果を落

負

とさずにコストを削減

費

する方法はあるか

効 

1

率 性 ・効率性向上に

8

努めているか 変わらな

節

い

・使用料などの受益

 

者負担や補助対象事業

負

の範囲など、財源確保

担

の余地はないか

病児保

金

育、病後児保育などは

補

民間に委託して実施す

助

ることで、効率的に実

及

施されている。

評  

び

 価

コメント

振り返り

交

（決算年度の取組み課

付

題）

・通常保育事業で

金

はカバーできない保育

そ

需要に対して、園児に

の

対し、個別に支援する

他

等により保護者の保育

Ｃ

ニーズに対応

すること

Ｈ

ができた。

・特別支援

Ｅ

保育に伴う特別支援保

Ｃ

育士は、支援児童が増

Ｋ

加していることから、

個

年々職員数が増加して

別

いる。

評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費775、食糧費1

和

04、賄材料費360

 

10節 需用費 1,2

8

39

体育指導193、

年

医療的ケア児看護業務

度

500
12節 委託費

当

693

14節 工事請

初

負費 0

病児等保育負担

予

金24,266
18節

算

 負担金補助及び交付

　

金 24,266

フルタ

事

イム・パートタイム人

業

件費等138,259

費

その他 138,259

の

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

内

目 評価観点 評価内容

・

訳

市民の生命・財産を守

主

るため市が実施するこ

な

とが必要不可欠な事業

節

であるか

・行政内部の

金

管理運営上必要な事業

額

であるか

必 要 性 ・

内

市が主体となり実施す

容

べき事業か 必要不可欠

7

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

 

目的は結果（施策の目

 

指す理想）に結びつい

報

ているか

延長保育や一

償

時保育などの保育や、

費

発達特性のある児童へ

1

の加配保育士の配置は

0

きめ細やかな対応など

節

が必要

なためは必要不

 

可欠である。
評   

需

価

コメント

・事業の成

用

果は上がっているか

・

費

目標に対する達成度は

1

十分か

有 効 性 ・市

2

民生活上の課題解決に

節

貢献しているか 大変有

 

効

・行政内部の管理上



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

発達に特性があると診断される児童が増えており、特 特別支援や医療的ケアを必要とする児童の受

内

け入れが

別支援の加配

部

保育士を毎年増員して

評

いる。公立園がセ 増え

価

ている。クラス運営を

【

円滑にして児童の安全

二

を確

ーフティーネット

次

として受入れているが

】

、今後、児童 保するた

4

めに加配保育士や看護

頁

資格を持った支援員の

Ａ

発達支援などの療育を

Ｃ

併用する新たな私立園

Ｔ

において 配置は必須と

Ｉ

なっている。私立園の

Ｏ

事業展開も注視し

の受

Ｎ

入れも想定される。 て

１

いく。

外部評価

次年度

次

以降の方向性

外部評価

評

コメント

価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

。多世代交流イベント

規

の開催。

。多世代交流

完

イベント開催。

令和 

了

9年度　予定 令和10

事

年度　予定

令和11年

業

度　予定 令和12年度

ゼ

　予定

ロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 大峽武

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3648

事務事業名 4292 子育て就労総合支援センター管理運営事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030204 民生費・児童福祉費・子育て就労総合支援センター費
科目

事業 020000 子育て就労総合支援センター管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図ると 　子育て支援の拠点施設として、子育て家庭が抱える

ともに、子育て世代への育児及び就労の支援、並びに 育児不安等の相談窓口となり、育児支援のための各種

新たな市民の交流と働き方をの場を提供し、にぎ

内

わい 講座を開催。

を創

部

出する。 　また、保護

評

者の繋がりを支援する

価

ための集いの場の

提供

【

、子育てサークル等の

二

活動に対して育成・支

次

援を

行うなど子育て家

】

庭のニーズに沿った事

1

業を行い、子

育て家庭

頁

全般の支援を実施。

　

令

ファミリー・サポート

和

・センターの事務局を

　

置き、

地域全体で子育

８

て家庭を支え合う基盤

年

づくりに努めて

いる。

度

　2022年6月1日

　

から㈱Gooligh

行

tへ指定管理委託

ＰＬ

政

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

評

び予定

令和 7年度　

価

実績 令和 8年度　予

事

定

子育て支援センター

業

に、研修派遣で所長（

別

園長級）職 指定管理者

シ

と協議のうえ実施。

員

ー

を市から派遣。 子育て

ト

に関する相談支援及び

実

各種イベント実施。

子

計

育てに関する相談支援

対

、各種イベント実施。

象

子育て世代を対象とし

評

た就労支援セミナー等

価

イベント

子育て世代を

対

対象に就労支援セミナ

象

ー等イベント開催 開催



77

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 50,653 48,616

正規職員 0.5 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 3,601.5 5,042.1

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 3,601.5 5,042.1

市民一人当たりの経費 1.3 1.2

総額 66,474.5 64,612.1

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

修繕料 873（コンセント増設 174、通路床張り

内

替え修繕 418、入

部

口扉改修
10節 需用

評

費 873
281）

指定

価

管理委託料 60,0

【

00、子育て支援事業

二

委託料 2,000
1

次

2節 委託費 62,0

】

00

14節 工事請負

2

費 0

18節 負担金補

頁

助及び交付金 0

その他

指

0

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 62,873 59,570

国庫支出金 6,610 5,477

特 定 都道府県支出金 5,610 5,4



委

理者の持つ民間ノウハ

託

ウを活かしたイベント

費

開催やカフェ営業など

1

により、多くの来場が

4

見込まれる。

市の中心

節

部である須坂駅前とい

 

う立地条件も活かし、

工

地域のにぎわい創出拠

事

点として有効である。

請

評   価

コメント

・

負

成果を落とさずにコス

費

トを削減する方法はあ

1

るか

効 率 性 ・効率

8

性向上に努めているか

節

やや悪化

・使用料など

 

の受益者負担や補助対

負

象事業の範囲など、財

担

源確保の余地はないか

金

大規模な施設のため、

補

施設の改修から管理経

助

費まで国庫補助等を活

及

用してきたが、202

び

4年度で終了となった

交

こ

とから財源確保や維

付

持管理費の削減が課題

金

になっている。
評  

そ

 価

コメント

振り返り

の

（決算年度の取組み課

他

題）

指定管理者による

Ｃ

ノウハウを活かしたイ

Ｈ

ベント開催や情報発信

Ｅ

などにより、大勢の来

Ｃ

場者がある施設。20

Ｋ

24年度から1,50

個

0万円の委託料を削減

別

した中で、創意工夫の

評

もと適切な管理を行っ

価

ている。

今後、経年劣

項

化のよる維持管理費の

目

増大も懸念される中、

評

指定管理者と協議しな

価

がら管理経費の削減に

観

つなげたい。

点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料 500
10節 需

和

用費 500

指定管理委

 

託料 59,000
1

8

2節 委託費 59,0

年

00

14節 工事請負

度

費 0

18節 負担金補

当

助及び交付金 0

土地借

初

上料 70
その他 70

予

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

算

目 評価観点 評価内容

・

　

市民の生命・財産を守

事

るため市が実施するこ

業

とが必要不可欠な事業

費

であるか

・行政内部の

の

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

訳

市が主体となり実施す

主

べき事業か 高い

・法的

な

な根拠や公的関与の妥

節

当性はあるか

・目的は

金

結果（施策の目指す理

額

想）に結びついている

内

か

子育て支援の拠点施

容

設として、子育ての相

7

談窓口となり、各種イ

節

ベント開催などを通じ

 

親子の繋がり、交流の

 

場として、ニーズに沿

報

った事業を行い、子育

償

て家庭全般の支援につ

費

なげている。
評   

1

価

コメント

・事業の成

0

果は上がっているか

・

節

目標に対する達成度は

 

十分か

有 効 性 ・市

需

民生活上の課題解決に

用

貢献しているか 有効

・

費

行政内部の管理上の課

1

題解決に貢献している

2

か

・事業の目的が達成

節

できるような事業内容

 

になっているか

指定管



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

2026年度の指定管理委託料を受託事業者と協議し減額 就労に関する事業については、国の補助事

内

業の終了に

した。20

部

27年度からの指定管

評

理の更新に伴い、指定

価

管 合わせて事業を精査

【

してきた。今後は、施

二

設の集客力

理業務の範

次

囲を明確にし、来年度

】

の委託料について決 を

4

上げて、駅前の賑わい

頁

を創出するためにも、

Ａ

指定管

定する。 理者の

Ｃ

独自事業をPRする等

Ｔ

の支援をしていく。

外

Ｉ

部評価

次年度以降の方

Ｏ

向性

外部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 15065 児童センター・児童クラブ指定管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 020000 児童センター・児童クラブ指定管理事業

事業目的 事業概要・効果 

　児童健全育成事業、放課後児童健全育成事業を実施 　児童健全育成事業、放課後児童健全育成事業を実施

するため、３児童センター、８地域児童クラブの管理 するため、指定管理者に南部児童センター、東部児童

・運営を行う。 センター、北部児童センターと放課後児童ク

内

ラブの管

理・運営を行

部

う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

評

度実績及び予定

令和 

価

7年度　実績 令和 8

【

年度　予定

指定管理者

二

に南部児童センター、

次

東部児童センター、 指

】

定管理者に南部児童セ

1

ンター、東部児童セン

頁

ター、

北部児童センタ

令

ーと放課後児童クラブ

和

の管理運営を委 北部児

　

童センターと放課後児

８

童クラブの管理運営を

年

委

託。 託し、適切な管

度

理運営を図る。

令和 

　

9年度　予定 令和10

行

年度　予定

令和11年

政

度　予定 令和12年度

評

　予定

価事業別シート

実計対象 評価対象



27,918

財 源 地方債 0 0

その他 23,166 22,016

一般財源 97,183 71,890

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,160.9 2,160.9

市民一人当たりの経費 2.9 2.9

総額 151,657.9 151,902.9

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

指

内

定管理委託料149,

部

497
12節 委託費

評

149,497

14節

価

 工事請負費 0

18節

【

 負担金補助及び交付

二

金 0

その他 0

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 149,497 149,742

国庫支出金 14,574 27,918

特 定 都道府県支出金 14,574



委

ント

・成果を落とさず

託

にコストを削減する方

費

法はあるか

効 率 性

1

・効率性向上に努めて

4

いるか 変わらない

・使

節

用料などの受益者負担

 

や補助対象事業の範囲

工

など、財源確保の余地

事

はないか

人員の適正配

請

置や費用削減の取組な

負

ど効率的な運営が行わ

費

れている。

評   価

1

コメント

振り返り（決

8

算年度の取組み課題）

節

同じ企業が新たな期間

 

の指定管理者となった

負

。これまでの蓄積を生

担

かした運営を実施した

金

。

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

指定管理

和

委託料149,742

 

12節 委託費 149

8

,742

14節 工事

年

請負費 0

18節 負担

度

金補助及び交付金 0

そ

当

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

初

評価

項目 評価観点 評価

予

内容

・市民の生命・財

算

産を守るため市が実施

　

することが必要不可欠

事

な事業であるか

・行政

業

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

の

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 高い

訳

・法的な根拠や公的関

主

与の妥当性はあるか

・

な

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

金

ているか

放課後児童健

額

全育成事業は保護者の

内

就労等により日中保護

容

者が不在となる家庭の

7

児童にとって、児童健

節

全育成

事業は子育て支

 

援として必要性は高い

 

。
評   価

コメント

報

・事業の成果は上がっ

償

ているか

・目標に対す

費

る達成度は十分か

有 

1

効 性 ・市民生活上の

0

課題解決に貢献してい

節

るか 有効

・行政内部の

 

管理上の課題解決に貢

需

献しているか

・事業の

用

目的が達成できるよう

費

な事業内容になってい

1

るか

全国展開している

2

企業への指定管理のた

節

め、運営のノウハウは

 

有効。

評   価

コメ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

児童クラブの利用者数の増加と利用時間のニーズに対 市内小学校の校長経験者が児童クラブの統括を

内

してい

応するために指

部

定管理者も交えて検討

評

・調整を行って ること

価

で、小学校との連携や

【

保護者との関係作りが

二

ス

いく。 ムーズにでき

次

ている。今後、延長保

】

育の需要調査を行

い、

4

延長時間の変更につい

頁

て検討を始める。

外部

Ａ

評価

次年度以降の方向

Ｃ

性

外部評価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 15067 児童クラブ運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 030000 児童クラブ運営事業

事業目的 事業概要・効果 

　留守家庭児童に放課後の安心・安全な居場所を提供 ・放課後児童健全育成事業の実施

する。 ・民間児童クラブに放課後児童クラブの運営を委託。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

・放課後児童健全育成事業の実施 ・放課後児童健全育成事業の実施

・放課後児童クラブの登録

内

、利用料の徴収 ・放課

部

後児童クラブの登録、

評

利用料の徴収

・指定管

価

理者委託業務外の施設

【

の維持管理、備品購入

二

・指定管理者委託業務

次

外の施設の維持管理、

】

備品購入

・民間児童ク

1

ラブへの放課後児童ク

頁

ラブの運営委託 ・民間

令

児童クラブへの放課後

和

児童クラブの運営委託

　

令和 9年度　予定 令

８

和10年度　予定

令和

年

11年度　予定 令和1

度

2年度　予定

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



財 源 地方債 0 0

その他 20 0

一般財源 14,966 17,294

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.4

正規職員 2,881.2 2,881.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 940.8 940.8

計 3,822.0 3,822.0

市民一人当たりの経費 0.7 0.7

総額 37,416.0 37,344.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費29、印刷製本費54、修繕料109
1

内

0節 需用費 192

学

部

童保育システム委託料

評

349、民間児童クラ

価

ブ事業委託料28,5

【

58
12節 委託費 2

二

8,907

14節 工

次

事請負費 0

18節 負

】

担金補助及び交付金 0

2

手数料64、通信運搬

頁

費65、借上料1,3

指

20、システム使用料

 

891、備品購入費
そ

標

の他 4,495
2,1

 

55

名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 33,594 33,522

国庫支出金 9,304 8,114

特 定 都道府県支出金 9,304 8,114



委

児童が安全に放課後を

託

過ごすことができ、保

費

護者が安心して就労す

1

ることができる

評  

4

 価

コメント

・成果を

節

落とさずにコストを削

 

減する方法はあるか

効

工

 率 性 ・効率性向上

事

に努めているか 変わら

請

ない

・使用料などの受

負

益者負担や補助対象事

費

業の範囲など、財源確

1

保の余地はないか

条例

8

や指定管理者との契約

節

に基づき、適切に事務

 

を進めている。

評  

負

 価

コメント

振り返り

担

（決算年度の取組み課

金

題）

利用者のニーズに

補

合わせた運営ができる

助

かが課題

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費9、印刷製本費5

和

5、修繕料300
10

 

節 需用費 364

学童

8

保育システム委託料4

年

20、民間児童クラブ

度

事業委託料（２か所）

当

30,10
12節 委

初

託費 30,524
4

1

予

4節 工事請負費 0

1

算

8節 負担金補助及び

　

交付金 0

通信運搬費5

事

0、手数料73、借上

業

料1,320、システ

費

ム使用料1,191
そ

の

の他 2,634

ＣＨＥ

内

ＣＫ

個別評価

項目 評価

訳

観点 評価内容

・市民の

主

生命・財産を守るため

な

市が実施することが必

節

要不可欠な事業である

金

か

・行政内部の管理運

額

営上必要な事業である

内

か

必 要 性 ・市が主

容

体となり実施すべき事

7

業か 高い

・法的な根拠

節

や公的関与の妥当性は

 

あるか

・目的は結果（

 

施策の目指す理想）に

報

結びついているか

放課

償

後児童クラブの利用希

費

望者は増加している

評

1

   価

コメント

・事

0

業の成果は上がってい

節

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 

需

性 ・市民生活上の課題

用

解決に貢献しているか

費

有効

・行政内部の管理

1

上の課題解決に貢献し

2

ているか

・事業の目的

節

が達成できるような事

 

業内容になっているか



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

児童クラブの登録業務、利用料の適切な徴収など、指 児童クラブの利用申し込みと利用料の徴収

内

業務は、シ

定管理業務

部

以外の児童クラブの運

評

営に関する業務につ ス

価

テムも活用して効率的

【

に実施していく。現状

二

は民間

いて、条例や指

次

定管理者との契約に基

】

づき、適切に事 と公立

4

を合わせて児童クラブ

頁

需要を満たしているこ

Ａ

と

務を進める。 から、

Ｃ

今後の民間児童クラブ

Ｔ

の運営状況についても

Ｉ

注

視していく。

外部評

Ｏ

価

次年度以降の方向性

Ｎ

外部評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 15068 児童センター管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 040000 児童センター管理事業

事業目的 事業概要・効果 

  児童健全育成事業を行い、健全な遊びの場、安全な 　児童センター施設の維持管理

居場所を提供する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

中央児童センターと、南部児童センター、東部児童セ 予算の範囲内で、中央児童センターと、南部児童セン

ンター、北部児童セン

内

ターの指定管理者委託

部

業務外の ター、東部児

評

童センター、北部児童

価

センターの指定管

施設

【

維持管理を行った。 理

二

者委託業務外の施設維

次

持管理を行い、適切な

】

維持管

理を行う。

令和

1

 9年度　予定 令和1

頁

0年度　予定

令和11

令

年度　予定 令和12年

和

度　予定

　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



,300 1,363

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,881.2 2,881.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 3,116.4 3,116.4

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 4,416.4 4,479.4

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

燃料費172、光熱水費543、修繕料303
10節 需用費 1,018

12節 委託費 0

14節 

内

工事請負費 0

18節 

部

負担金補助及び交付金

評

0

手数料226、機器

価

賃借料51、原材料費

【

5
その他 282

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,300 1,363

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 1



委

性 ・効率性向上に努め

託

ているか 変わらない

・

費

使用料などの受益者負

1

担や補助対象事業の範

4

囲など、財源確保の余

節

地はないか

予算の範囲

 

内の維持管理を行って

工

いる。

評   価

コメ

事

ント

振り返り（決算年

請

度の取組み課題）

いず

負

れの施設も古く、いず

費

れ改修が必要となる。

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費209、光熱水費6

和

11、修繕料250
1

 

0節 需用費 1,07

8

0

12節 委託費 0

1

年

4節 工事請負費 0

1

度

8節 負担金補助及び

当

交付金 0

手数料230

初

、機器賃借料54、原

予

材料費9
その他 293

算

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

　

目 評価観点 評価内容

・

事

市民の生命・財産を守

業

るため市が実施するこ

費

とが必要不可欠な事業

の

であるか

・行政内部の

内

管理運営上必要な事業

訳

であるか

必 要 性 ・

主

市が主体となり実施す

な

べき事業か 高い

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

金

当性はあるか

・目的は

額

結果（施策の目指す理

内

想）に結びついている

容

か

未就学児の遊びの場

7

として機能している

評

節

   価

コメント

・事

 

業の成果は上がってい

 

るか

・目標に対する達

報

成度は十分か

有 効 

償

性 ・市民生活上の課題

費

解決に貢献しているか

1

有効

・行政内部の管理

0

上の課題解決に貢献し

節

ているか

・事業の目的

 

が達成できるような事

需

業内容になっているか

用

子育て支援センターと

費

連携して未就学の親子

1

の居場所

評   価

コ

2

メント

・成果を落とさ

節

ずにコストを削減する

 

方法はあるか

効 率 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

児童センターの維持管理に必要な事業について、法令 ホールへのエアコン導入により、熱中症対

内

策は劇的に

及び指定管

部

理者との契約に基づき

評

適切に実施する。 進ん

価

だが光熱水費が増加し

【

た。今後、施設の老朽

二

化に

伴う大規模な修理

次

が必要になった場合は

】

、優先順位を

付けて対

4

応していく。

外部評価

頁

次年度以降の方向性

外

Ａ

部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 15069 児童センター運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 050000 児童センター運営事業

事業目的 事業概要・効果 

 児童健全育成事業を行い、健全な遊びの場、安全な   児童健全育成事業の実施

居場所を提供する。 　中央児童センターの運営

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

中央児童センターにおいて、健全な遊びの場、安全な 中央児童センターにおいて、健全な遊びの場、安全な

内

居場所の提供。 居場所

部

の提供を図る。また、

評

４児童センターと、子

価

育

また、４児童センタ

【

ーと、子育て支援セン

二

ターを含め て支援セン

次

ターを含めた５センタ

】

ーで連携した子育て

た

1

５センターで連携した

頁

。 支援事業を行う。

令

令

和 9年度　予定 令和

和

10年度　予定

令和1

　

1年度　予定 令和12

８

年度　予定

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 14,837 16,142

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,881.2 2,881.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 3,116.4 3,116.4

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 17,953.4 19,258.4

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

トランポリン教室講師謝礼2、馬場町祭奉納用謝礼4
7節  報償費 6

消耗品費311、食糧費19、医

内

薬材料費1
10節 需

部

用費 331

12節 委

評

託費 0

14節 工事請

価

負費 0

18節 負担金

【

補助及び交付金 0

報酬

二

1,047、給料8,

次

288、職員手当2,

】

834、共済費2,1

2

54、旅費40、通信

頁

運搬
その他 14,50

指

0
費109、保険料2

 

8

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 14,837 16,142

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

健全な遊びの場と安全

託

な居場所を提供してい

費

る。

 
評   価

 
コ

1

メント

・成果を落とさ

4

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め

工

ているか 変わらない

・

事

使用料などの受益者負

請

担や補助対象事業の範

負

囲など、財源確保の余

費

地はないか

子育て支援

1

センターと連携して運

8

営している。

評   

節

価

コメント

振り返り（

 

決算年度の取組み課題

負

）

未就学親子の居場所

担

となっている。

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼20、謝礼4

令

7節  報償費 24

消

和

耗品費242、食糧費

 

20、医薬材料費4
1

8

0節 需用費 266

1

年

2節 委託費 0

14節

度

 工事請負費 0

会議出

当

席負担金8
18節 負

初

担金補助及び交付金 8

予

報酬1,233、給料

算

8,405、職員手当

　

3,583、共済費2

事

,416、旅費58、

業

通信運搬
その他 15,

費

844
費117、保険

の

料32

ＣＨＥＣＫ

個別

内

評価

項目 評価観点 評価

訳

内容

・市民の生命・財

主

産を守るため市が実施

な

することが必要不可欠

節

な事業であるか

・行政

金

内部の管理運営上必要

額

な事業であるか

必 要

内

 性 ・市が主体となり

容

実施すべき事業か 高い

7

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

 

目的は結果（施策の目

 

指す理想）に結びつい

報

ているか

未就学児の遊

償

びの場として機能して

費

いる。

評   価

コメ

1

ント

・事業の成果は上

0

がっているか

・目標に

節

対する達成度は十分か

 

有 効 性 ・市民生活

需

上の課題解決に貢献し

用

ているか 有効

・行政内

費

部の管理上の課題解決

1

に貢献しているか

・事

2

業の目的が達成できる

節

ような事業内容になっ

 

ているか

児童に対し、



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

中央児童センターが中心となり、４児童センターと子 子育て支援センターの開所後も利用者は減

内

らず、住み

育て支援セ

部

ンターとの連携を強化

評

し、子育て中の保護 分

価

けができていると感じ

【

る。児童センター４館

二

と子育

者の支援体制を

次

充実していく。 て支援

】

センターを合わせた５

4

センターで、定期的に

頁

情

報交換や研修を行い

Ａ

、子育て支援サービス

Ｃ

の質の向上

に努めてい

Ｔ

る。

外部評価

次年度以

Ｉ

降の方向性

外部評価コ

Ｏ

メント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 令和 7年度 ～ 令和 8年度 経費区分 実施計画事業費 内線

事務事業名 18727 児童クラブ施設整備事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 060000 児童クラブ施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

放課後児童クラブの施設整備及び環境整備を行い、安 井上地域児童クラブは、登録児童数が多く利用率も高

心安全な児童の放課後健全育成を実施する。 いため、活動場所が不足している。更に今後の利用者

は増える見込みであるため、現施設では対応できない

事態となる前に、活動す

内

る場所を整備する。

 

部

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

評

績及び予定

令和 7年

価

度　実績 令和 8年度

【

　予定

井上地域児童ク

二

ラブ増築設計 井上地域

次

児童クラブ増築工事

令

】

和 9年度　予定 令和

1

10年度　予定

令和1

頁

1年度　予定 令和12

令

年度　予定

和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0

その他 0 6,700

一般財源 3,563 31,844

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.1 1.2

総額 3,563.0 62,158.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

設計業務委託料3,545
12節 委託費 3,545

14節 工事請負費 0

18節 負担

内

金補助及び交付金 0

手

部

数料18
その他 18

評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,563 62,158

国庫支出金 0 11,807

特 定 都道府県支出金 0 11,807

財 源 地方債 0



委

いるか 変わらない

・使

託

用料などの受益者負担

費

や補助対象事業の範囲

1

など、財源確保の余地

4

はないか

開発区域内に

節

収めるなど、コストと

 

時間を極力抑えた計画

工

で実施

評   価

コメ

事

ント

振り返り（決算年

請

度の取組み課題）

開発

負

区域内に収めるなど、

費

コストと時間を極力抑

1

えた計画で実施できた

8節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

監理業務

和

委託料2,130
12

 

節 委託費 2,130

8

井上児童クラブ増築工

年

事60,000
14節

度

 工事請負費 60,0

当

00

18節 負担金補

初

助及び交付金 0

手数料

予

28
その他 28

ＣＨＥ

算

ＣＫ

個別評価

項目 評価

　

観点 評価内容

・市民の

事

生命・財産を守るため

業

市が実施することが必

費

要不可欠な事業である

の

か

・行政内部の管理運

内

営上必要な事業である

訳

か

必 要 性 ・市が主

主

体となり実施すべき事

な

業か 高い

・法的な根拠

節

や公的関与の妥当性は

金

あるか

・目的は結果（

額

施策の目指す理想）に

内

結びついているか

施設

容

面積が不足しているた

7

め必要

評   価

コメ

節

ント

・事業の成果は上

 

がっているか

・目標に

 

対する達成度は十分か

報

有 効 性 ・市民生活

償

上の課題解決に貢献し

費

ているか 有効

・行政内

1

部の管理上の課題解決

0

に貢献しているか

・事

節

業の目的が達成できる

 

ような事業内容になっ

需

ているか

待機児童が発

用

生する可能性もあるた

費

め有効

評   価

コメ

1

ント

・成果を落とさず

2

にコストを削減する方

節

法はあるか

効 率 性

 

・効率性向上に努めて



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

計画を予定どおり進め、年度内に利用開始する。 井上地域児童クラブの登録者数の増加による狭

内

隘と、

トイレ等が無い

部

状況を改善するため、

評

2026年度に増築

工

価

事を実施して、年度内

【

の供用開始を目指す。

二

他の児

童クラブについ

次

ては、登録者数の推移

】

予想を見極めて

対応を

4

検討する。

外部評価

次

頁

年度以降の方向性

外部

Ａ

評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 栗田

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3312

事務事業名 4080 母子・父子家庭支援事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030206 民生費・児童福祉費・母子・父子福祉費
科目

事業 010000 母子・父子家庭支援事業

事業目的 事業概要・効果 

母子・父子家庭の福祉の推進を積極的に行うことによ 母子・父子自立支援員を設置し、母子、父子家庭の生

り地域福祉の向上を図る。 活全般にわたる相談と自立に必要な指導助言を行う。

 母子、父子の職業能力の開発のため、講座修了者に

支援を行う等母子、父子家庭への支援を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令

内

和 7年度　実績 令和

部

 8年度　予定

・母子

評

父子家庭数　469世

価

帯　

・入所施設措置費

【

　1世帯　3,849

二

,124円

・村石母子

次

父子家庭特別奨学給付

】

金　500,000円

1

令和 9年度　予定 令

頁

和10年度　予定

令和

令

11年度　予定 令和1

和

2年度　予定

　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



地方債 0 0

その他 524 1,013

一般財源 6,277 5,566

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 1.0 1.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,440.6 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 4,666.0 4,666.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 6,106.6 6,106.6

市民一人当たりの経費 0.3 0.3

総額 15,934.6 16,226.6

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14

内

節 工事請負費 0

公正

部

証書作成補助74
18

評

節 負担金補助及び交

価

付金 74

母子生活支援

【

施設入所委託3,85

二

0　村石母子父子家庭

次

特別奨学給付金500

】

　
その他 9,754

そ

2

の他5,404

頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 9,828 10,120

国庫支出金 2,065 2,642

特 定 都道府県支出金 962 899

財 源



委

ているか 普通

・行政内

託

部の管理上の課題解決

費

に貢献しているか

・事

1

業の目的が達成できる

4

ような事業内容になっ

節

ているか

・ひとり親家

 

庭の生活支援や子ども

工

の教育に必要な支援を

事

行った。

評   価

コ

請

メント

・成果を落とさ

負

ずにコストを削減する

費

方法はあるか

効 率 

1

性 ・効率性向上に努め

8

ているか 変わらない

・

節

使用料などの受益者負

 

担や補助対象事業の範

負

囲など、財源確保の余

担

地はないか

・必要な範

金

囲での支援体制を構築

補

しており、現在以上の

助

効率化は難しい。

評 

及

  価

コメント

振り返

び

り（決算年度の取組み

交

課題）

・ひとり親家庭

付

への生活指導・助言な

金

ど、市民に寄り添った

そ

丁寧な支援を心掛けて

の

いる。

・村石母子、父

他

子家庭特別奨学金につ

Ｃ

いては将来性のある子

Ｈ

どもたちへの教育機会

Ｅ

提供に役立っており、

Ｃ

今後もいっそう

の活用

Ｋ

が期待される。

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費8
10節 需用費

和

8

12節 委託費 0

1

 

4節 工事請負費 0

公

8

正証書作成補助130

年

18節 負担金補助及

度

び交付金 130

母子・

当

父子家庭高等職業訓練

初

促進給付金890　母

予

子生活支援施設入所委

算

託
その他 9,982

料

　

3,597　村石母子

事

奨学給付金1,000

業

　その他4,495

Ｃ

費

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

の

評価観点 評価内容

・市

内

民の生命・財産を守る

訳

ため市が実施すること

主

が必要不可欠な事業で

な

あるか

・行政内部の管

節

理運営上必要な事業で

金

あるか

必 要 性 ・市

額

が主体となり実施すべ

内

き事業か 普通

・法的な

容

根拠や公的関与の妥当

7

性はあるか

・目的は結

節

果（施策の目指す理想

 

）に結びついているか

 

・第六次須坂市総合計

報

画基本目標2「みんな

償

で支え合い健やかにく

費

らせるまち」基本施策

1

３「みんなで支えあ

う

0

福祉のまちづくり」に

節

基づき実施。ひとり親

 

家庭の生活支援として

需

欠かせない施策を実施

用

した。
評   価

コメ

費

ント

・事業の成果は上

1

がっているか

・目標に

2

対する達成度は十分か

節

有 効 性 ・市民生活

 

上の課題解決に貢献し



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

生活相談と給付により、ひとり親家庭に不可欠な施策 ひとり親家庭支援は、総合計画の福祉のま

内

ちづくりに

を展開した

部

。総合計画の「みんな

評

で支えあう福祉のま 貢

価

献する重要な事業であ

【

り、きめ細かな支援を

二

安定的

ちづくり」に直

次

結する事業であり、今

】

後もきめ細かな に継続

4

し、生活相談と給付を

頁

通じて、さらなる自立

Ａ

促

支援を安定的に継続

Ｃ

する。 進を図ることが

Ｔ

必要である。

外部評価

Ｉ

次年度以降の方向性

外

Ｏ

部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 赤沼

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3622

事務事業名 12161 親子通園施設管理事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030207 民生費・児童福祉費・親子通園施設費
科目

事業 010000 親子通園施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

親子通園施設くれよんの適切な施設管理 　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする

児童に対して個別指導を行い、児童の育成を促すとと

もに、保護者への子育て支援を行うための親子通園施

設の適正な管理を行う。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

保育室・訓練室カ

内

ーペットクリーニング

部

・エアコン入 保育室・

評

訓練室カーペットクリ

価

ーニング

れ替え

令和 

【

9年度　予定 令和10

二

年度　予定

令和11年

次

度　予定 令和12年度

】

　予定

1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



230

正規職員 0.2 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.3
（人）

会計年度（パート） 0.7 0.3

正規職員 1,440.6 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 1,399.8

コスト 会計年度（パート） 1,646.4 705.6

計 3,087.0 4,266.3

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,656.0 4,496.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

ガス料83、上下水道料50　修繕費59
10節 需用費 192

12節 委託費 0

14節 工事請負

内

費 0

18節 負担金補

部

助及び交付金 0

保育室

評

・訓練室カーペットク

価

リーニング25　備品

【

購入費（エアコン）3

二

52
その他 377

 

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 569 230

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 569



委

事業の目的が達成でき

託

るような事業内容にな

費

っているか

1年程度通

1

うことで、保育や教育

4

につながっている児童

節

が多く一定の成果をあ

 

げている。

評   価

工

コメント

・成果を落と

事

さずにコストを削減す

請

る方法はあるか

効 率

負

 性 ・効率性向上に努

費

めているか 変わらない

1

・使用料などの受益者

8

負担や補助対象事業の

節

範囲など、財源確保の

 

余地はないか

保育園の

負

空き部屋などへの移転

担

などを検討する必要が

金

ある。

評   価

コメ

補

ント

振り返り（決算年

助

度の取組み課題）

設置

及

から年数が経過し、備

び

品などが老朽化し更新

交

の必要性がある。

 

付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

ガス

令

料107、上下水道料

和

47、修繕料18
10

 

節 需用費 172

12

8

節 委託費 0

14節 

年

工事請負費 0

18節 

度

負担金補助及び交付金

当

0

保育室・訓練室カー

初

ペットクリーニング、

予

検査手数料50
その他

算

58
材料費等８

ＣＨＥ

　

ＣＫ

個別評価

項目 評価

事

観点 評価内容

・市民の

業

生命・財産を守るため

費

市が実施することが必

の

要不可欠な事業である

内

か

・行政内部の管理運

訳

営上必要な事業である

主

か

必 要 性 ・市が主

な

体となり実施すべき事

節

業か 高い

・法的な根拠

金

や公的関与の妥当性は

額

あるか

・目的は結果（

内

施策の目指す理想）に

容

結びついているか

発達

7

の遅れや障がいなどの

節

特性により、保育や教

 

育にすぐになじめない

 

児童の慣らしや療育へ

報

のつなぎとし

て、また

償

、保護者が子の成長を

費

保育士などの専門職と

1

ともに考え、支援を受

0

けることの施設として

節

不可欠。
評   価

コ

 

メント

・事業の成果は

需

上がっているか

・目標

用

に対する達成度は十分

費

か

有 効 性 ・市民生

1

活上の課題解決に貢献

2

しているか 有効

・行政

節

内部の管理上の課題解

 

決に貢献しているか

・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

保育や教育にすぐになじめない子が親子で通園できる 発達の遅れや障がいを抱える児童とその保

内

護者が、気

施設として

部

需要がある。保育園と

評

の連携を考えると保 持

価

ちの整理を付けながら

【

療育や支援へとつなが

二

ってい

育園の空き部屋

次

への移転などについて

】

検討する必要が くため

4

に重要な役割を担って

頁

いる。今後、老朽化し

Ａ

て

ある。 いる施設の検

Ｃ

討を進める。

外部評価

Ｔ

次年度以降の方向性

外

Ｉ

部評価コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮川

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3622

事務事業名 12178 親子通園事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030207 民生費・児童福祉費・親子通園施設費
科目

事業 020000 親子通園事業

事業目的 事業概要・効果 

　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする 　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする

児童が、保護者とともに通園し、機能訓練及び生活指 児童の保育、機能訓練及び生活指導を行い育成を促す

導を通して生活に必要な力を向上させる。また、その ことができた。

保護者に対して相談に応じる等の支援を行い、総合的

内

 2024年度より、

部

ことばの相談室を開設

評

し、発音不明

に児童の

価

育成支援を図る。 瞭や

【

吃音など言葉について

二

心配のある児童と保護

次

者を

対象に個別相談を

】

実施。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

1

年度実績及び予定

令和

頁

 7年度　実績 令和 

令

8年度　予定

機能訓練

和

、生活指導、保護者支

　

援 機能訓練、生活指導

８

、保護者支援

令和 9

年

年度　予定 令和10年

度

度　予定

令和11年度

　

　予定 令和12年度　

行

予定

政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 7,364 7,723

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.7
（人）

会計年度（パート） 1.3 0.6

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 3,266.2

コスト 会計年度（パート） 3,057.6 1,411.2

計 5,218.5 6,838.3

市民一人当たりの経費 0.2 0.3

総額 12,582.5 14,561.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

音楽療法士・ことばの相談室260
7節  報償費 260

消耗品77、食糧費4 
10節 

内

需用費 81

12節 委

部

託費 0

14節 工事請

評

負費 0

18節 負担金

価

補助及び交付金 0

会計

【

任用職員給料2,66

二

0、手当1,629、

次

共済費1096、旅費

】

21、電話料他46、

2

その他 7,023
会計

頁

任用職員報酬1,57

指

1

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,364 7,723

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

市民生活上の課題解決

託

に貢献しているか 有効

費

・行政内部の管理上の

1

課題解決に貢献してい

4

るか

・事業の目的が達

節

成できるような事業内

 

容になっているか

一定

工

期間通園することで、

事

児の特性の理解、園へ

請

のつなぎなど一定の成

負

果をあげている

評  

費

 価

コメント

・成果を

1

落とさずにコストを削

8

減する方法はあるか

効

節

 率 性 ・効率性向上

 

に努めているか 変わら

負

ない

・使用料などの受

担

益者負担や補助対象事

金

業の範囲など、財源確

補

保の余地はないか

保育

助

園の空き部屋などへの

及

移転などを検討する必

び

要がある。

評   価

交

コメント

振り返り（決

付

算年度の取組み課題）

金

保育や療育だけではな

そ

く、特性や個性を理解

の

できる人材の配置が必

他

要である。

言葉につい

Ｃ

て心配のある児童を対

Ｈ

象にことばの相談室を

Ｅ

実施し、早期発見と適

Ｃ

切な支援を行った。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

音楽療法80、ことば

令

の相談室200
7節 

和

 報償費 280

消耗品

 

110、食糧費8　医

8

療材料費3
10節 需

年

用費 121

12節 委

度

託費 0

14節 工事請

当

負費 0

18節 負担金

初

補助及び交付金 0

会計

予

任用職員給料2734

算

、嘱託医報酬18、会

　

計年度任用職員報酬1

事

727、
その他 7,3

業

22
手当等1,641

費

、共済費1,116、

の

旅費36、役務費50

内

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

訳

目 評価観点 評価内容

・

主

市民の生命・財産を守

な

るため市が実施するこ

節

とが必要不可欠な事業

金

であるか

・行政内部の

額

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

容

市が主体となり実施す

7

べき事業か 高い

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

 

当性はあるか

・目的は

 

結果（施策の目指す理

報

想）に結びついている

償

か

発達の遅れや障がい

費

などの特性により、入

1

園前の幼児の慣らしや

0

療育へのつなぎとして

節

、また保護者の子の成

 

長を保育士などの専門

需

職とともに考え支援を

用

受けることができる施

費

設として不可欠
評  

1

 価

コメント

・事業の

2

成果は上がっているか

節

・目標に対する達成度

 

は十分か

有 効 性 ・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

保育や教育にすぐになじめない子が親子で通園できる 発達の遅れや障がいを抱える児童とその保

内

護者が、療

施設として

部

需要がある。保育園と

評

の連携を考えると保 育

価

や支援の専門職員とつ

【

ながることで、早期に

二

適切な

育園の空き部屋

次

への移転などについて

】

検討する必要が 支援を

4

受けることができてい

頁

る。不安を抱える保護

Ａ

者

ある。 に寄り添って

Ｃ

子育てを支援していく

Ｔ

。

外部評価

次年度以降

Ｉ

の方向性

外部評価コメ

Ｏ

ント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 荒井

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3643

事務事業名 4296 幼稚園助成事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100501 教育費・幼稚園費・幼稚園費
科目

事業 010000 幼稚園助成事業

事業目的 事業概要・効果 

幼児教育の振興を図るため 　市内の幼稚園１園及び、市外の幼稚園等へ通園して

いる児童について、施設等利用給付費や副食費補足給

付により、経済的負担軽減を図る。

　また、市内の幼稚園1園及び認定こども園３園へ特

別支援保育対策事業補助金を交付して特別に支援が必

要な児童の受け入れの促進を図る。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び

内

予定

令和 7年度　実

部

績 令和 8年度　予定

評

私立幼稚園補助金　　

価

　　　　　  952

【

,800円 私立幼稚園

二

補助金　　　　　　　

次

  760,000円

】

特別支援保育対策事業

1

補助金　　3,471

頁

,480円 特別支援保

令

育対策事業補助金　　

和

6,960,000円

　

令和 9年度　予定 令

８

和10年度　予定

令和

年

11年度　予定 令和1

度

2年度　予定

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



7

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 5,695 9,445

正規職員 0.6 0.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.0

正規職員 4,321.8 4,321.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 0.0

計 4,557.0 4,321.8

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 13,993.0 18,819.8

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

内

私立幼稚園補助金95

部

3、特別支援対策事業

評

補助金3,472
18

価

節 負担金補助及び交

【

付金 9,432
施設等

二

利用給付費4,859

次

、副食費補足給付費1

】

48

郵便料4
その他 4

2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 9,436 14,498

国庫支出金 2,478 3,336

特 定 都道府県支出金 1,263 1,71



委

が図られ、保育事業で

託

はカバーできない保護

費

者ニーズに対応するこ

1

とができた。

評   

4

価

コメント

・成果を落

節

とさずにコストを削減

 

する方法はあるか

効 

工

率 性 ・効率性向上に

事

努めているか 変わらな

請

い

・使用料などの受益

負

者負担や補助対象事業

費

の範囲など、財源確保

1

の余地はないか

民間幼

8

児教育施設による運営

節

は、公立幼児教育施設

 

と比べコストは削減で

負

きる。

評   価

コメ

担

ント

振り返り（決算年

金

度の取組み課題）

幼児

補

教育施設へ入所する児

助

童は年々減少している

及

が、保育事業ではカバ

び

ーできない幼児教育へ

交

のニーズに対応するこ

付

とは

今後も必要不可欠

金

である。補助事業の事

そ

業内容や基準当につい

の

て、他自治体の例を参

他

考にしながら費用対効

Ｃ

果を検証てい

く必要が

Ｈ

ある。

ＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

私立幼稚園補

8

助金760、特別支援

年

対策事業補助金6,9

度

60
18節 負担金補

当

助及び交付金 14,4

初

91
施設等利用給付費

予

6,477、副食費補

算

足給付費294

郵便料

　

7
その他 7

ＣＨＥＣＫ

事

個別評価

項目 評価観点

業

評価内容

・市民の生命

費

・財産を守るため市が

の

実施することが必要不

内

可欠な事業であるか

・

訳

行政内部の管理運営上

主

必要な事業であるか

必

な

 要 性 ・市が主体と

節

なり実施すべき事業か

金

必要不可欠

・法的な根

額

拠や公的関与の妥当性

内

はあるか

・目的は結果

容

（施策の目指す理想）

7

に結びついているか

公

節

立の幼児教育施設がな

 

く、幼児教育推進のた

 

めに私立幼児教育施設

報

への支援は必要不可欠

償

である。

評   価

コ

費

メント

・事業の成果は

1

上がっているか

・目標

0

に対する達成度は十分

節

か

有 効 性 ・市民生

 

活上の課題解決に貢献

需

しているか 大変有効

・

用

行政内部の管理上の課

費

題解決に貢献している

1

か

・事業の目的が達成

2

できるような事業内容

節

になっているか

私立幼

 

稚園等の安定的な運営



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

少子化、共働き世帯の増加に伴い、幼児教育施設への 幼児教育施設については認定こども園化が

内

進み、保育

入園が減少

部

しているが、一定程度

評

の需要がある。今後 需

価

要と合わせて保護者ニ

【

ーズを取り込んでいる

二

。市内

、認定こども園

次

も含めた保育所のあり

】

方について検討 園だけ

4

でなく市外園の選択肢

頁

もある。特別支援が必

Ａ

要

する。 な児童が増え

Ｃ

ており、教員加配に対

Ｔ

する補助金の交付

が増

Ｉ

えている。

外部評価

次

Ｏ

年度以降の方向性

外部

Ｎ

評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


